
第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

  文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営方針

  当社は、『エンジニアサポートカンパニー』という経営理念に基づき、顧客企業の持続的な成長に貢献するテクニ

カル・パートナーとして活動しております。永きにわたるこの基本姿勢は、多くの信頼と実績を築き上げ、業界のパ

イオニアとして確固たる地位を確立いたしました。

  これからも、顧客企業、株主、従業員をはじめ、すべての社会の皆様からご支持、ご賛同いただける経営を推進し

企業価値の拡大に努めてまいります。

 

(2）経営戦略等

（中期経営計画の基本方針）

『持続的成長および次世代成長のための基盤を構築する』

『Make Value! For the Next 2018-2020』

 

（中期経営計画の基本施策） 

① セグメント戦略の推進

・セグメント別戦略の構築（採用・教育・配属・制度）

・セグメント別マーケットへの対応の確立

② 多種多様な人材活用の推進 

・シニア・女性・外国人労働者(留学生)の人材活用

・協力会社の活用・組織化（請負・受託体制の確立）

 

（セグメント別マーケットの業務エリア） 

顧客企業のニーズ、モノづくりの工程での多様化する業務領域に対応するため、

３つにセグメント化した戦略を推進。マーケットに適した人材の採用・教育を実施し、

顧客企業に対してマッチング精度の高いエンジニアの供給を実現。 

 

「ハイバリューマーケット（HV）」 

先行開発、研究開発等、高度な技術スキル・設計レベルを要求される業務エリア

「ワイドバリューマーケット(WV)」 

設計開発のメインゾーンであり、設計に関する幅広い業務に対応する業務エリア

「プロダクトバリューマーケット(PV)」 

品質保証、組立調整等、商品や生産に付随する業務エリア

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

  当社の主たる事業である技術者派遣事業においては、稼働人員（技術者数×稼働率）×技術者単価×労働工数で算

出される金額を売上高として、顧客企業に配属中の技術者の労務費等を売上原価として、社内にて教育研修（待機）

中の技術者の労務費、スタッフ職の労務費等を販売管理費として、計上しております。

  当社は、技術者数、稼働率、技術者単価を重要な経営指標と考え、更なる向上に努めてまいります。

 

(4）経営環境

  当社の主要顧客である大手メーカーにおいては、研究開発費、設計開発費が堅調に推移し、それに伴う各種プロジ

ェクトにおいて、技術者要請が旺盛であります。

  一方、採用市場においては、メーカー、同業他社との競争が激化しております。

  当社の経営の優先課題として、優秀な理工系学生、キャリア技術者の確保に、取り組んでおります。
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(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当社の主要事業である技術者派遣事業は、採用、教育、営業、サポートというサイクルで構成されております。今

後の事業拡大のため、当社が対処すべき課題は、以下のとおりであります。

（採用について）

  当社の事業拡大のためには、優秀な技術者の確保・増員が必須要件と捉えています。したがって、採用基準の改

善、採用機会の確保、多種多様な人材の採用、技術者の分野別・業務領域別構成の最適化、新卒採用・キャリア採用

の構成の最適化により、市場ニーズに合致した質の高い人材の確保に努めてまいります。

  また、新卒採用については、定期的に大学等及び内定者に細かいフォローを行うとともに、内定者懇親会等の開催

により、内定者の入社率向上に努めてまいります。

（教育について）

  当社は、長年積み重ねた経験により構築した一般・社外実務・基礎・応用・キャリア研修の実施により、技術者の

スキルアップに努めてまいります。

  また、全社員向けに能力開発セミナー、管理職者向けに人間づくり研修の開催により、技術力・人間力の向上に努

めてまいります。

（営業について）

  当社は、新規開拓営業力の強化を図り、顧客ニーズに応じた技術者の人選、チーム派遣、請負・受託の編成等の提

案により、取引先の確保・拡大に努めてまいります。

  また、顧客企業との交渉に努め、適切な技術者の配置の実施により、技術者単価の増額等の取引条件の向上に努め

てまいります。

（サポートについて）

  当社は、技術者との定期的な面談を通じた希望・実情に応じた指導・アドバイス、専属カウンセラーのメンタルヘ

ルスケアにより、モチベーション向上をサポートし、定着率向上に努めてまいります。

 

２【事業等のリスク】

  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（製造業の業績動向について）

  当社は製造業を主要顧客とし、主にその設計開発部門に技術者を派遣しております。製造業が経費圧縮のため、設

備投資、研究開発を削減し、派遣技術者の活用を減少させた場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

（同業他社との競合について） 

  当社が属する技術者派遣業界が市場縮小や新規参入により、同業他社との競争が激化し、価格競争に陥った場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（教育研修の効果について） 

  当社は、長年積み重ねた経験により構築した研修の実施により、技術者のスキルアップに努めております。しかし

ながら、研修の想定通りに効果が表れず、顧客評価が向上せず、技術者単価が上昇しない場合、また、顧客の要望を

充足できずクレームが生じる場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（適切な派遣先の確保について） 

  当社は、派遣先の確保・拡大に努めておりますが、技術者に対して、適切な派遣先が見つからず、技術者単価、稼

働率の維持・向上に寄与しない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（労働工数の規制動向について） 

  当社の技術者の労働工数は、派遣先の業務状況に応じて確定いたします。関係諸法令の改正等の影響により、長時

間労働に対する是正の動きが強まり、技術者の労働工数が大幅に減少した場合には、当社の財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

（理工系学生の確保について） 

  当社は、理工系卒の学生を重要な経営資源としており、少子化等の影響により、理工系卒の学生人口が減少し、優

秀な学生の確保が著しく困難となった場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（キャリア技術者の確保について） 

  当社は、職務経験を有する技術者を重要な経営資源としており、製造業の設計開発の活発化による転職希望のエン

ジニア不足により、キャリア採用競争が激化し、優秀なキャリア技術者の確保が著しく困難となった場合には、当社

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（情報管理について） 

  当社は、「プライバシーマーク」を取得するなど、個人情報・機密情報その他事業運営上知り得たすべての情報の

適正な管理に努めておりますが、何らかの理由により情報が外部に流出した場合には、当社の社会的な信用等が失墜

し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（法的規制、許認可について） 

  当社事業に対する業務区分ごとの法的規制等は以下のとおりであります。 

① 労働者派遣事業について 

  当社の主要事業である技術者派遣は、「労働者派遣事業の適正な運用の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律」（以下、「労働者派遣法」という。）に基づき、厚生労働大臣より下記の許可を受け行っております。 

許認可名称 監督官庁 許可番号 許可年月日 有効期限

労働者派遣事業 厚生労働省 派27-020513 2003年12月１日 2021年11月30日

  当社では、労働者派遣法及び関係諸法令等の遵守を最重要課題の一つに位置付け、内部監査を通じた法令等の遵守

状況の監視、その他会議において法令等の遵守状況の定期的な確認を行うなど法令等遵守体制の整備に努めておりま

す。しかしながら、万一当社が法令等に抵触するなどして、事業の継続に支障をきたすこととなった場合には、当社

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  また、労働者派遣法第14条では、派遣元事業主が労働者派遣法第６条に定める欠格事由（主な事由として、当社が

禁錮以上の刑に処せられ、または労働基準法、労働者派遣法、職業安定法などの労働に関する法律の規定、もしくは

健康保険法、雇用保険法などの規定に違反し、あるいは刑法、出入国管理及び難民認定法等の罪を犯したことにより

罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していな

い場合、成年後見人、被保佐人または破産者となり復権を得ていない場合等）に該当したり、労働者派遣法及び職業

安定法に違反した場合には事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定めておりますが、現時点において当社

に該当する事由はありません。しかしながら、万一当社が法令等に抵触するなどして、事業許可の取消しや業務停止

を命じられた場合には、事業継続が困難となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  なお、労働者派遣法を始めとする関係諸法令は、労働環境、社会情勢等の変化に応じ、規制や変更等の改正が適宜

実施されております。 

  当社では、当該諸法令の改正の都度適切な対応を行っておりますが、関係諸法令の改定内容には拠るものの、当社

事業に対して著しく不利な改定が行われた場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

② 有料職業紹介事業について 

  当社の有料職業紹介事業は、職業安定法に基づき、厚生労働大臣より下記の許可を受け行っております。 

許認可名称 監督官庁 許可番号 許可年月日 有効期限

有料職業紹介事業 厚生労働省 27-ユ-020355 2004年２月１日 2022年１月31日 

  職業安定法第32条の９では、人材紹介事業を行う者（法人である場合には、その役員を含む）が有料職業紹介事業

者としての欠格事由（当社が禁錮以上の刑に処せられ、または労働基準法、職業安定法、労働者派遣法などの労働に

関する法律の規定、もしくは刑法、出入国管理及び難民認定法等の罪を犯したことにより罰金の刑に処せられ、その

執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していない場合、成年後見人、被保

佐人または破産者となり復権を得ていない場合等）に該当したり、職業安定法及び労働者派遣法に違反した場合に

は、事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定めておりますが、現時点において当社に該当する事由はあり

ません。しかしながら、万一当社が法令等に抵触するなどして、事業許可の取消しや業務停止を命じられた場合に

は、事業継続が困難となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、将来的に当該法令が改正され、その内容が当社事業に著しく不利な場合にも、当社の財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

（災害事故等について） 

  当社では、自然災害、人災及びその他災害、事故等（以下「災害事故等」という。）に対処するため、マニュアル

を定め、被害を最小限に止めるよう努めておりますが、想定を大幅に上回る災害事故等が発生した場合には、当社の

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要 

  当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の

概要は次のとおりであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

  当事業年度におけるわが国経済は、設備投資の増加基調、雇用・所得環境の改善等により緩やかに回復を続けてお

ります。

  当社の主要顧客においては、前事業年度に続き、自動車関連を中心とする輸送用機器分野の先行開発プロジェクト

が活発であり、その中で、運転支援技術を備えた先進安全自動車のプロジェクトでは、ソフトウェア技術者の要請が

高まりました。また、自動化技術の開発が活発な生産機械分野においても、技術者要請が高まりました。

  このような状況の中、当社においては、当事業年度に新卒技術者が130人、キャリア技術者が26人入社したことに

より、技術者数が前年同期を上回りました。

  技術者派遣事業においては、稼働率が高水準で推移し、2018年４月入社の新卒技術者を当初の予定より前倒しで配

属できたことにより、稼働人員が前年同期を上回りました。また、技術者の業務実績を踏まえた顧客企業との単価交

渉に加え、新卒技術者の質が向上し初配属単価が上昇したことにより、技術者単価が前年同期を上回りました。

  請負・受託事業においては、積極的な営業展開により、受注プロジェクト数が増加いたしました。

  これらの結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

  当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ500,569千円増加し、3,264,188千円となりました。

  当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ130,988千円増加し、930,881千円となりました。

  当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べ369,580千円増加し、2,333,306千円となりました。 

 

ｂ．経営成績

  当事業年度の売上高は6,331,692千円（前年同期比9.8％増）、営業利益は785,600千円（前年同期比15.3％増）、

経常利益は794,098千円（前年同期比15.0％増）、当期純利益は540,973千円（前年同期比12.5％増）となりました。

 

② キャッシュ・フローの状況

  当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ367,557千円増加し

2,050,932千円となりました。

  当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は、612,537千円（前年同期比141,328千円増）となりました。これは主に、法人税等

の支払額257,618千円があったものの、税引前当期純利益792,356千円、退職給付引当金の増加額77,364千円があった

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、75,542千円（前年同期比49,709千円増）となりました。これは主に、無形固定資

産の取得による支出43,297千円、敷金及び保証金の差入による支出20,321千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は、169,438千円（前年同期比34,709千円増）となりました。これは主に、配当金の

支払額169,242千円があったことによるものであります。

 

③ 生産、受注及び販売の実績 

ａ．生産実績

  当社の主たる業務は、機械設計開発、電気・電子設計開発、ソフトウェア開発等の技術者派遣事業であり、提供す

るサービスの性格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。

 

ｂ．受注実績

  当社の事業については、その形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるため、記載を省略しております。
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ｃ．販売実績 

  当事業年度の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別

当事業年度
（自  2018年２月１日
至  2019年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

技術者派遣事業 6,210,733 109.2

請負・受託事業 99,732 176.4

その他の事業 21,226 107.7

合計 6,331,692 109.8

  （注）１．当社の報告セグメントは単一であるため、事業の種類別に記載しております。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

前事業年度
（自  2017年２月１日
至  2018年１月31日）

当事業年度
（自  2018年２月１日
至  2019年１月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社本田技術研究所 860,824 14.9 1,094,249 17.3

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

  経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

① 重要な会計方針及び見積り

  当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たって当社が採用している重要な会計方針は、「第５  経理の状況  １  財務諸表等  (1）財務

諸表」に記載のとおりであります。なお、財務諸表等には将来に対する見積り等が含まれておりますが、これらは当

事業年度末現在における当社の判断によるものであります。これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に

判断しておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

 

② 当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績 

（売上高） 

  技術者派遣事業において、技術者数、技術者単価が前年同期を上回り、稼働率、労働工数が前年同水準で推移した

ことにより、当事業年度の売上高は前年同期比9.8％増の6,331,692千円となりました。 

（営業利益、経常利益及び当期純利益） 

  技術者の労務費等の売上原価、求人費等の販売管理費が前年同期を上回ったものの、それを上回る売上高の増収に

より、当事業年度の営業利益は前年同期比15.3％増の785,600千円、経常利益は前年同期比15.0％増の794,098千円、

当期純利益は前年同期比12.5％増の540,973千円となりました。 

 

ｂ．財政状態 

（資産） 

  当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ500,569千円増加し、3,264,188千円となりました。これは主

に、現金及び預金の増加367,557千円、売上債権の増加64,084千円があったことによるものであります。

（負債） 

  当事業年度末における負債は、前事業年度末に比べ130,988千円増加し、930,881千円となりました。これは主に、

退職給付引当金の増加77,364千円、未払法人税等の増加24,331千円があったことによるものであります。

（純資産） 

  当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ369,580千円増加し、2,333,306千円となりました。これは主

に、利益剰余金の増加370,962千円があったことによるものであります。
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ｃ．資本の財源及び資金の流動性 

  当社の資金需要の主なものは、当社派遣技術者に伴う人件費等であります。運転資金、設備資金等の所要資金は、

原則として自己資金で賄っておりますが、状況に応じて、銀行借入により資金調達することとしております。

  キャッシュ・フローの状況については、「第２  事業の状況  ３  経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析  (1）経営成績等の状況の概要  ②  キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりでありま

す。

  なお、当社のキャッシュ・フロー関連指標の推移は、以下のとおりであります。

  2015年１月期 2016年１月期 2017年１月期 2018年１月期 2019年１月期

自己資本比率（％） 63.0 64.6 70.6 71.1 71.5

時価ベースの自己資本比率（％） 102.1 149.7 196.5 413.9 300.1

キャッシュ・フロー対有利子負債
比率（年）

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・レシ
オ（倍）

1,250.4 7,413.8 5,777.8 6,131.6 16,772.7

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、期末有利子負債がないため記載しておりません。

（注３）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。

 

ｄ．経営成績に重要な影響を与える要因 

  経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２  事業の状況  ２  事業等のリスク」に記載のとおり、事

業環境、事業内容、事業運営体制、様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識し

ております。 

  そのため、当社は常に市場動向に留意しつつ、内部管理体制を強化し、優秀な人材を確保し、市場のニーズにあっ

たサービス展開をしていくことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散・低減し、適切に対応を行

ってまいります。

 

ｅ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

  当社は、技術者数、稼働率、技術者単価を重要な経営指標と考え、更なる向上に努めております。当事業年度にお

いて、新卒・キャリア技術者の入社により期末技術者数は785人（前年同期比69人増）、顧客企業からの技術者要請

の高まりにより稼働率は高水準で推移し97.6％（前年同期比0.3ポイント減）、技術者の業務実績を踏まえた顧客企

業との単価交渉に加え、新卒技術者の質がより向上し初配属単価が上昇したことにより技術者単価は4,152円（前年

同期比1.8％増）となりました。

 

４【経営上の重要な契約等】

  該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

  該当事項はありません。
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